


 

略語・用語表 
 
CD Capacity Development：個人、組織、制度や社会が、個別にあるいは集合的にその役

割を果たすことを通じて、問題を解決し、また目標を設定してそれを達成していく能

力（問題対処能力）の発展プロセス 
C/P Counterpart：トルコ側カウンターパート 
DAC Development Assistance Committee：開発援助委員会。OECD の三大委員会の一つ。 
ECCJ The Energy Conservation Center, Japan：財団法人省エネルギーセンター 
EIE General Directorate of Electrical Power Resources Survey & Development 

Administration：電力資源調査開発総局 
ESCO Energy Service Company：省エネルギーサービス企業 
GTZ Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit：ドイツ技術協力庁 
JCC Joint Coordination Committee：合同調整委員会 
JEM Joint Evaluation Meeting：合同評価会議 
JER Joint Evaluation Report：本件終了時評価調査における日本側、トルコ側との合同評

価報告書（英文） 
JICA Japan International Cooperation Agency：独立行政法人国際協力機構 
KOSGEB Küçük ve Orta Ölçekli Sanayi Geliştirme Başkanlığ (Small and Medium Industry 

Development Organization)：トルコ中小企業事業団 
NECC National Energy Conservation Center：トルコ国立省エネルギーセンター 
ODA Official Development Assistance：政府開発援助 
OECD Organization for Economic Cooperation and Development：経済協力開発機構 
PCM Project Cycle Management：プロジェクト・サイクル・マネジメント 
PDM Project Design Matrix：プロジェクト・デザイン・マトリクス 
PO Plan of Operation：実施計画 
R/D Record of Discussion：討議議事録 
SPO State Planning Organization：国家計画庁 
TOE Ton Oil Equivalent：石油換算トン 
UNFCCC United Nations Framework Convention on Climate Change：国連気候変動枠組条約
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：トルコ 案件名：省エネルギープロジェクト 

分野：省エネルギー 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 

経済開発部第二G資源・省エネルギーT 

トルコ事務所 

協力金額：約6.7億円 

先方関係機関：エネルギー天然資源省 

電力資源調査開発総局・国立省エネルギーセンター

（EIE/NECC） 

 

協力 

期間 

2000年８月１日～2005年７月31日 

日本側協力機関：財団法人省エネルギーセンター 

他の関連協力：第三国集団研修「中央および西アジアおよび黒海沿岸諸国を対象としたエネルギー

管理者実務研修」 

１－１ 協力の背景 
トルコのエネルギー事情は輸入への依存が高く、1997年におけるエネルギー自給率は50％に満た

ない。近年の産業分野エネルギー消費量の急増（過去５年間に20％増）に伴い、自給率は年々低下

を続けている。地球温暖化対策、ヨーロッパ地域での企業の国際競争力強化の必要性と相俟って、

同政府はこれまで省エネ推進努力を続けてきた。 

トルコ国立省エネルギーセンター（NECC）は、2,000 TOE以上のエネルギーを消費する大型プラン

トを有する約500余の工場を対象に、エネルギー管理者制度を設け、省エネを推進している。同制

度は、「工業機関によるエネルギー消費合理化促進のための対策に関する規則」（1995年制定）に基

づくもので、主要なプラント企業はエネルギー節約のためエネルギー管理者を配置することを義務

づけている。また、NECCは工場に対して省エネ提案を行う診断活動や省エネ技術等の広報活動を行

っている。しかしながら、実施体制、技術力が十分でないことなどにより、その成果は目標として

いる省エネレベルに到達しているとはいいがたい。 

 かかる状況下、トルコ政府はEIE/NECCの能力強化により更なる省エネ推進を目的として、プロ

ジェクト方式技術協力を我が国に要請してきた。 

 
１－２ 協力内容 
（１）上位目標 
   エネルギー診断を実施した工場において、エネルギー原単位が減少する。 
 
（２）プロジェクト目標 
   研修、工場診断、政策策定・広報普及などのNECCの能力が強化される。 

 

（３）成果 

０）省エネ活動のためにNECCの運営および管理体制が確立する。 
１）C/Pが提供されたトレーニング機材や計測機器を使用し管理する技術が強化される。 



 

２）C/Pがエネルギー管理者研修に必要な全般的な技術と知識を身につける。 
３）C/Pが各種産業の生産工場に対する工場診断に必要な技術と知識を身につける。 

４）NECCの、各産業分野への情報提供や、一般大衆への省エネルギー意識啓発ならびに政策提

言を準備する能力が強化される。 

 

（４）投入（実績） 

  日本側： 

   長期専門家派遣     延べ５名 合計 240.5M/M 

   機材供与        207,598千円 

   短期専門家派遣     延べ25名 

   ローカルコスト負担   32,287千円(2004年度まで) 

   研修員受入       延べ19名 

  相手国側： 

   カウンターパート配置  延べ31名 

   機材購入（主として所有計測機械を現物供与した） 

   土地・施設提供（事務スペース、研修施設用地、建屋、電気、水道、燃料等） 

   ローカルコスト負担   2,175千米ドル 

 
（５）第三国研修参加国（別スキムによって実施） 

アフガニスタン、アルバニア、アゼルバイジャン、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ブルガリア、

グルジア、ハンガリー、イラン、カザフスタン、キルギス、マケドニア、モルドバ、パキスタ

ン、ポーランド、ルーマニア、スロベニア、シリア、タジキスタン、トルクメニスタン、ウク

ライナ、ウズベキスタン（延べ17カ国合計37名） 

２．評価調査団の概要 

 担当分野  氏 名        職 位 

団長・総括 千原 大海 JICA国際協力総合研修所 専門員 

省エネルギー技術 縫部 綴  （財）省エネルギーセンター 国際エネルギー環境協

力センター 所長 

評価企画 青柳 仁士 JICA経済開発部第二グループ資源・省エネルギーチー

ム 職員 

調査者 

評価分析 小野澤 雅人 株式会社レックス・インターナショナル  

コンサルタント 

調査期間 2005年５月15日～2005年５月29日 評価種類：終了時評価 



 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 本件プロジェクトの目標は、NECCの研修、工場診断、政策策定・広報普及などの実施能力が強

化されることである。これらは成功裏に達成され、実績は下記のとおりである。さらに、本件プロ

ジェクトではNECCの機能強化を行っただけではなく、その結果としてトルコにおいて産業部門の総

エネルギー消費量に対し 大５％の省エネ推進を行ったと試算されている。 

 

（１）研修 

 NECCがプロジェクト開始以前に実施していた座学のみの研修に本プロジェクトによりプラン

ト機材を用いた実習研修が加わり、内容の充実度、受講生の評判等が飛躍的に向上した。プロ

ジェクト開始以来345名がEIE/NECCの実施するエネルギー管理者研修に参加しており、168名の

研修参加者が資格認定証を受領している。プロジェクト開始前にエネルギー管理者研修を受講

していたものも含めると、これまでに333名に対して同資格を付与したことになる。エネルギー

管理者を配置している工場数は現在410事業所に達していることから、研修受講者数は「エネル

ギーを消費する事業所のエネルギー効率化のための政令」で事業者に対して、エネルギー管理

者を配置することが義務付けられている工場数の78％に相当する。 

 

（２）工場診断 

 工場診断は本プロジェクト開始前にはNECCは簡易実施ができる程度の状況であったが、本プ

ロジェクトにより技術移転を受けた５つの主要な工業セクター（製鉄、窯業、繊維、食品、紙・

パルプ）についてはより詳細な診断が実施できるようになった。繊維分野などについてはNECC

独自で有料サービスと成りうる質の高い工場診断が実施できるようになった。これまでに、19

回の詳細診断を含む、合計118回を実施している。それら工場での省エネ対策によって削減した

エネルギーの合計は年間46,295 TOEと報告されている。これは、対象工場の全エネルギー消費

量の9.52％に相当する。 

 

（３）政策提言・広報普及 

 政策提言能力強化としては、トルコ側政策策定関係者の本邦研修、ECCJの専門家派遣により、

日本の省エネルギー推進の仕組み、その中で政策が果たす役割等について紹介し、NECCの政策

提言能力の強化を行った。現在はEU加盟機運の後押しも受けて省エネ法が成立見込みとなり、

法案策定作業の中でNECCは中心的な役割を果たしている。 

 広報普及能力強化としては、各種催し物への参加、地方セミナーの開催、広報媒体（ビデオ、

パンフレット、ホームページ）の充実等を行い、トルコの省エネ推進の雰囲気を促進するとと

もに、産業界におけるNECCの知名度を高めた。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

 本プロジェクトの目標はEU加盟を見据えた政府の地球温暖化対策、省エネの取り組みと合致

しており、トルコ政府の優先政策の一つに位置づけられている。また、受益者である産業界の

各工場の省エネ推進の必要性と合致しており実施の妥当性は高い。グローバルイシューへの取

り組みを重視する日本の援助方針とも整合している。また、我が国は省エネに世界有数の省エ



 

ネ推進国であり、十分な技術優位性と経験を持つことからも、トルコに対して技術協力を実施

する妥当性は高い。 

 

（２）有効性 

 プロジェクト評価時点のNECCの状況から、研修、工場診断、政策策定および広報普及などの

機能は十分に強化されたと認められる。３－１の実績の記載にあるとおり、適切な体制強化が

行われ、既に実績が出ている状況にある。プロジェクト実施中から活用しているモニタリング・

シートによれば、研修、向上診断、政策策定および広報普及に関する各カウンターパートの職

務遂行能力は着実に向上している。 

 

（３）効率性 

プロジェクトへの投入は全て効率的に活用され、PDMに定義された５つの成果は計画通り達成

されている。プロジェクトの成果を検証するに当たり、プロジェクト実施中から様々なモニタ

リング手法を活用していたことが成果発現の効率性を高めた。特に、2003年9月にローカルコン

サルタントを活用して実施した研修事後調査、及び全ての技術分野で必要となる職務遂行能力

を定義した定義を活用したモニタリングシートを用いた進捗度管理は効率性を高める上で有効

であった。 

 

（４）インパクト 

NECCの実施した工場診断を受けた工場のうちのいくつかにおいて、上位目標の一部を達成し

つつある。これらの工場では、提案された省エネ対策を実施しはじめている。また、省エネ意

識の高まりから、提案されていない部分についても独自の試みが見られるようになっている。

工場診断後の23工場へのフォローアップ調査の結果によると、19工場において、何らかの省エ

ネ対策が採られているということがわかった。それら工場での省エネ対策によって削減したエ

ネルギーの合計は年間46,295 TOEと報告されている。これは、対象工場の全エネルギー消費量

の9.52％に相当する。今後も、NECCの実施する工場診断に対する要請は増加していくことが予

想されている。上位目標以外のインパクトとしては、広く一般大衆へのキャンペーンを実施す

るなどによる省エネ意識向上等が行われた。 

 
（５）自立発展性 

トルコにおいては、省エネ法成立に向けた動きなどの背景のもとNECCの省エネに係る責務は

増大していくことが予想されており、また、法制度の成立や企業の国際競争の激化に伴い産業

界の省エネ推進も一層進んでいくことが予想されている。本件プロジェクトの成果として強化

された研修、工場診断、政策提言・啓蒙普及などのNECCの機能は十分に活用されるだけでなく

今後も自立的に発展していくことが見込まれている。エネルギー管理者研修をエネルギー消費

2,000 TOE以上の工場に対して義務付けていることは、研修の自立発展性を保証する重要な要素

である。更に、審議中のエネルギー法が法制化されれば、より多くの工場がエネルギー管理者

研修の受講を義務付けられることになる。併せて、省エネに対する規制・インセンティブの強

化、意識の向上も進むことから、NECCの工場診断に対する要請も増えていくと予想される。工

場診断については、NECCは将来的にはESCOを中心とした民間の力を活用して普及させていきた

い意向があり、今後発展的に民間部門へ技術が継承されていくことが期待されている。一方、



 

EIE/NECCは省エネ法の成立とともにこれまで以上に多くの省エネに関する業務を抱えることと

なるため、現在の陣容のまま研修、工場診断などの活動の規模を維持していくことは困難と思

われ、職員の増員、業務のアウトソーシングなどが求められる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

１）長期・継続的な支援 

日本は1989年以降、長期・継続的にトルコに対して下記のような省エネ協力を行っており、

本件プロジェクトはこれらのプロジェクトの成果の上に実施されたものである。長期・継続

的な支援は本件プロジェクトの成果発現の土台となった。 

・集団研修：1990年から2001年まで計13回 

・開発調査：1995年から1996年まで1回 

・個別専門家派遣：1995年から1997年まで1名、1997年から2000年まで1名 

・第三国研修：2004年から2006年まで3回 

・その他ECCJ等からの協力：1989年の省エネセミナー等 

２）適切なカウンターパート（NECC）の選定 
本件プロジェクトのカウンターパートであるNECCは主に以下の点でJICAが共同でプロジェ

クトを実施する相手として優れていたといえる。こうした適切なカウンターパートの選定、

及びNECCが優秀なカウンターパートとなったことの背景には上記の長期・継続的な支援が大

きく影響している。 

ア．強力なオーナーシップ 

 NECCはトルコの省エネ推進に対して極めて強い使命感を持っている。本件プロジェク

トについても計画から運営まで主体的にコントロールしてきたのはトルコ側であった。

エネルギー管理者研修はプロジェクト当初からトルコ側のイニシアティブで実施される

ようになっている。工場診断では、習得した技術の研鑽をEIE/NECC内部で進めるための

C/P同士での技術の水平移転がおこなわれるなど、習得した能力をトルコ側のイニシアテ

ィブで発展、伝承しようという取組みが行われてきた。 

イ．包括的な担当分野 

 通常、途上国においては省エネ担当部局が実施部門と法制度部門とに分かれている例

が多いが、トルコにおいてはNECCが省エネ推進の政策立案から実施まで包括的に担当す

る機関であった。したがって、トルコの省エネを進めるにあたり必要な政策については

全てNECCの責任範囲で実施することができた。また、エネルギー省の一部局として組織

形態が政府そのものであるため、財政面、人材面の体制が強固であった。 

ウ．親日的感情 

 トルコは一般的に国民の親日感情が強い国であるが、特にNECCにおいては日本との長

期に渡る関係があったため、NECCのほぼ全てのスタッフが日本に対して極めて友好的な

感情を有していた。また、中心的なスタッフの多くは古くからNECCで勤務しており、本

件プロジェクト実施前の本邦研修での来日経験があった。こうしたことはプロジェクト

実施中の日本側とのコミュニケーションを円滑なものにした。 

エ．人材の定着性の強さ 

 NECCは人事異動の少ない部署であり、古参スタッフの中には20年以上NECCで勤務を続



 

けているスタッフもいる。こうした制度的な人材定着性の強さは移転された技術の持続

性を保証するものとなった。 

３）エネルギー管理者研修と工場診断の実施による相乗効果 

 本プロジェクトでは、C/Pが工場に配置が義務付けられているエネルギー管理者を養成する

ための研修の実施と、生産プロセスを中心とした工場診断とを同時に実施し、その実施過程

を通じて能力開発を図ろうとしている。長期・短期専門家の指導のもとでおこなわれる、工

場診断の経験は、エネルギー行政に携わる行政官の技術習得の場としては必要かつ充分な知

識・技能を習得するのに 適な機会である。関係者へのインタビューによると、供与された

機材を用いた研修を実施する際には、工場診断の経験が役に立っているとのことである。工

場からの研修参加者に対して、工場診断の経験を積んだC/Pが指導をすることで、実践的な講

義が可能となることから、研修の質向上に寄与している。ここでは、工場診断とエネルギー

管理者研修の活動が有機的に結びついているので、C/Pの能力向上に相乗効果をあげている。

 

（２）実施プロセスに関すること 

  １）モニタリングの実施 

 プロジェクトの各段階で、技術移転の受け手の能力向上を客観的にモニタリングしたこと

は、プロジェクトの実施プロセスに貢献した。例えば①専門家からC/Pへの技術移転の進捗を

計測することを目的としたモニタリングシートの活用、②エネルギー管理者研修受講者対象

のポスト・トレーニング・サーベイの実施、③エネルギー管理者試験でのレポートの提出な

ど、様々な段階で、種々の方法を選択して、モニタリングが実施された。 

  ２）プロジェクトの論理構造の共有 

協力期間を通じ、プロジェクト目標である「研修、工場診断、政策策定および広報普及な

どのEIE/NECCの能力が強化される」とそれを通じた「エネルギー診断を実施した工場におい

て、エネルギー原単位が減少する」というプロジェクトの目的、及びそれらを達成するため

のPDMに定められた各成果や活動が、関係者間で明確に共有されていた。プロジェクトの論理

構造が共有されていたことは各関係者に共通理解の土台を形成し、プロジェクトの各局面に

おける噛み合った実質的な議論の実施を可能にした。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

   該当なし。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

   該当なし。 

 

３－５ 結論 

 本件プロジェクトは成功裏に実施され、実質的な成果を上げたと評価できる。プロジェクト期

間終了までに所期の目標は十分達成される見込みであることが確認された。プロジェクト目標達成

にいたる数多くの成果の中でも特に注目すべきは、NECCに所属するC/Pがプロジェクトの定義した

必要な業務遂行能力に達したことである。技術協力の期間を通じてC/Pが新たに獲得した技能と知

識を体得し、それらをNECCの業務に使うことができるようになった。C/P個々人の強化された能力



 

は組織の能力として有機的に統合されている。 

 

３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）NECCが獲得した能力の維持 

プロジェクトを通じNECCが新たに獲得した工場診断・エネルギー管理者研修など、省エネル

ギー推進に関する能力は、今後も省エネを一層推進していくための重要な資産である。活動を

継続することを通じて能力を維持していくことが必要である。  

また、民間企業がビジネスとして工場診断を行うようになるまでの間、工場診断の能力は強

化されなければならない。そのためにNECCは要員を増やし、プロジェクトによって獲得した能

力の維持に努める必要があろう。現在法制化が進められている法律が施行されると、より多く

の生産工場にエネルギー管理者を配置することが求められるようになるからである。同時に、

カウンターパート間の情報共有や、組織内の人員によるトレーニングによって、NECC内部にお

ける能力開発も継続されなければならない。 

 

（２）トレーニング施設の維持 

 交換部品や消耗品・修理のための予算を確保することなど、適切な管理によってトレーニン

グ施設を良い状態に維持することは、 低限求められることである。  

 

（３）生産ラインの改造と更新による省エネ対策の振興 

 省エネ推進の具体的な方法には、一般に①運用改善、②設備改善、③生産プロセス改善の３

つがあるが、このプロジェクトが主に対象としたのは も効果が出易いエネルギー管理、人材

育成などの①運用改善アプローチが主であった。一方、日本のような世界 高水準の省エネを

達成するためには、②設備改善、③生産プロセス改善のアプローチも今後強化される必要があ

る。既に工場診断などで一部提言も行っているが、更に②設備改善、③生産プロセス改善の振

興策を政府として実施していくことが望まれる。  

 

（４）省エネ振興のためのインセンティブの整備 

省エネの迅速かつ効率的な推進のためには、明確な政策にもとづいた規制と、税制と金融制

度を支援するためのインセンティブを準備することが有効である。これらは省エネ法案に既に

盛り込まれており、同案はトルコにおけるエネルギー消費の合理化のため、2005年に法制化す

るための準備が進められている。 

 

（５）中小企業への省エネ推進  

 中小企業へ省エネを普及していくため、KOSGEB（中小企業事業団）との連携の模索を今後も

継続検討していくことが望まれる。日本における経験によると、中小企業への省エネ推進は技

術的な支援と金融資源へのアクセス向上などが必要である。また、中小企業への省エネ推進の

ための長期的な戦略として、現行のエネルギー消費量にもとづく規制を段階的に引き下げ、中

小企業にも適用していくことも考えられる。  

 

（６）研修プログラムの多様化  

 NECCは省エネ推進のためにより多様な研修コースを創設することにより、更に様々な国内の



 

省エネニーズに対応することができるようになる。プロジェクトを通じ、NECCが燃焼炉や冷凍

システム、回転機械など、産業界の研修ニーズに基づいた特定の技術的内容の研修を創設した

が、更に様々な機器を独自に追加していくことは研修の質を高める上で有効である。 

 

（７）国際研修 

 省エネルギーのための国際研修を今後も継続することが必要である。その理由として、国際

研修は、近隣諸国における省エネと地球規模の環境問題に対する、NECCの指導力と地位を示す

ことになるからである。 

 

（８）エネルギー効率化モデル調査 

トルコ全国のエネルギー効率を推定し、必要な投資計画を戦略化するための経済分析を含む、

エネルギー効率化モデルを整備するための能力強化を進めることが必要である。これは、新し

い法律によってNECCに求められるタスクの一つである。 

 

３－６ 教訓（他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄） 

（１）長期・継続的な支援を継続することの重要性 

 本件のC/P機関であるEIE/NECCは、我国を始めとする二国間援助や、世界銀行やEUなどの多国

間の省エネ事業への支援を受入れてきた。我国との関係は、1990年初頭にECCJがEIE/NECCの職

員を省エネ研修に受入れたところまでさかのぼることができる。これらの援助のほとんど全て

が一貫して、トルコの省エネ技術の向上・普及のためのEIE/NECCの能力向上プロジェクトであ

った。JICAは、1995年にEIE/NECCの職員を様々な研修スキム（国別特設研修・集団研修）で研

修に受け入れたり、開発調査を実施したりするなど、JICAの持つ様々な支援のスキムを活用し

EIE/NECCに対して長期的な支援を継続してきた。その結果、トルコ側との信頼関係、強固なオ

ーナーシップ醸成に寄与したのみならず、我国の省エネの実情（技術面、制度面および産業界

の取り組む姿勢など社会制度全般を含む）についての総合的な理解・知見を関係者の全てが共

有することが可能となった。このことは、単に狭義の「技術」を現場でC/P個人のレベルで移転

するのみならず、C/P機関の能力向上やトルコ国全体の制度変革を促すことにも結びつけること

ができた。 

 

（２）一貫したモニタリングの重要性 

上に述べたように、本件はC/Pの能力向上のみならず、その研修を受講したエネルギー管理者

の能力変化までを計画的にモニターして、プロジェクトの進捗を計測している。とくに、客観

的に表現することの難しい能力向上を技術移転の受け手の「行動の変化」で定義して、それに

もとづいたモニタリングを行っていることは、他案件にも適用可能である。 

 

３－７ フォローアップの状況 

 プロジェクトは所定の成果を得たため、予定通り修了する。スキーム上はフォローアップとい

う位置づけではないが、シニア海外ボランティア２名（省エネ熱技術、省エネ電気技術）が派遣

される予定となっており、実質的にはフォローアップの役割を果たすことが想定される。勤務地

は長期専門家が勤務していたNECC内のオフィスとなる。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 
１－１ 背 景 

 
トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）のエネルギー事情は輸入への依存が高く、1997 年におけ

るエネルギー自給率は 50％に満たない。近年の産業分野エネルギー消費量の急増（過去 5年間に 20％

増）に伴い、自給率は年々低下を続けている。地球温暖化対策、ヨーロッパ地域での企業の国際競争

力強化の必要性と相俟って、同政府はこれまで省エネルギー推進努力を続けてきた。 

電力資源調査開発総局トルコ国立省エネルギーセンター（EIE/NECC）は、2,000 TOE 以上のエネル

ギーを消費する大型プラントを有する約 500 余の工場を対象に、エネルギー管理者制度を設け、省エ

ネを推進している。同制度は、「工業機関によるエネルギー消費合理化促進のための対策に関する規

則」（1995 年制定）に基づくもので、主要なプラント企業はエネルギー節約のためエネルギー管理者

を配置することを義務づけている。また、NECC は工場に対して省エネ提案を行う診断活動や省エネ

技術等の広報活動を行っている。しかしながら、実施体制、技術力が十分でないことなどにより、そ

の成果は目標としている省エネレベルに到達しているとはいいがたい。 

かかる状況下、トルコ政府は NECC の能力強化により更なる省エネ推進を目的として、プロジェク

ト方式技術協力を我が国に要請してきた。 

本プロジェクトは 2000 年８月から開始され、現在、５年間の協力期間の 終段階（2005 年７月末

にプロジェクト終了）にある。プロジェクト成果の３つの柱である省エネ研修の強化、工場診断技術

の移転、省エネ広報・政策提言能力の向上支援については、既に主要な部分を終了しており現時点に

おいて内外より既に高い評価を得ている。 
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１－２ 調査の目的 

 
本調査では、2005 年７月に予定されているプロジェクトの終了間際において、順調に効果をあげ

つつあるかどうかを JICA の事業評価ガイドラインに沿ってトルコ側、日本側のプロジェクト関係者

とともに検証するとともに、その内容を終了時評価報告書としてまとめ、関係者間で合意のうえ、署

名交換を行う。また、終了時評価結果に基づき、協力終了やフォローアップの適否を 終決定する。

あわせて、抽出された教訓、提言を今後の JICA での事業実施過程にフィードバックすることを目的

とする。 
 

１－３ 調査団員 

 
 団員数：４名 

業 務 氏 名 所 属 

団長/総括 

Leader 

千原 大海 

Hiromi Chihara 

独立行政法人国際協力機構 

国際協力総合研修所 専門員 

Senior Advisor, 

Institute for International Cooperation, JICA 

省エネルギー技術 

Energy 

Conservation 

Technology 

縫部 綴 

Nuibe Tsuzuru 

財団法人省エネルギーセンター 

国際エネルギー環境協力センター 所長 

Senior General Manager, 

International Energy & Environment 

Cooperation Center, ECCJ 

評価企画 

Evaluation Planning 

青柳 仁士 

Hitoshi Aoyagi 

独立行政法人国際協力機構 経済開発部第二グループ 

資源・省エネルギーチーム 職員 

Natural Resources and Energy Conservation Team, 

Group Ⅱ, Economic Development Department, JICA 

評価分析 

Evaluation Analysis 

小野澤 雅人 

Masato Onozawa 

株式会社レックスインターナショナル コンサルタント

RECS International Co., Ltd. 
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１－４ 調査日程 

 

 2005 年 5 月 15 日～5月 29 日まで。 

活 動 日

順 
日 時 時 刻 

総 括 技 術 評価企画 評価分析 
1 5/15 日  東京－ウィーン－アンカラ 

2 5/16 月 

09:00 

10:00 

11:00 

14:00 

16:00 

JICA トルコ事務所打ち合わせ 

在アンカラ日本大使館表敬 

国家計画庁(SPO)表敬 

JICA 専門家との打ち合わせ 

管理部門 C/P との打ち合わせ  

3 5/17 火 09:00 技術部門 C/P へのインタビュー 

4 5/18 水 
09:30 

16:30 

17:30 

技術部門 C/P へのインタビュー 

管理部門 C/P へのインタビュー 

JICA 専門家へのインタビュー 

5 5/19 木 － 聞き取り結果のまとめ 

6 5/20 金 
09:30 

14:00 

16:00 

  
  
  
 

  
  
  
  
  
  
  
  

Alcelick(家電)工場訪問 

鉄鋼協会訪問 

Man(バス)工場訪問 

7 5/21 土 － 東京－ミュンヘン 聞き取り結果取りまとめ 

8 5/22 日 － ミュンヘン－アンカラ 合同評価報告書作成 

9 5/23 月 

09:30 

10:30 

11:30 

14:00 

15:00 

JICA 専門家との打ち合わせ 

管理部門 C/P へのインタビュー 

技術部門 C/P へのインタビュー 

セメント産業協会への訪問 

セメント工場への訪問 

10 5/24 火 

10:00 

11: 00 

12:30 

15:00 

EIE 副長官表敬 

JICA 専門家との打ち合わせ 

EIE 副長官との会食 

合同評価会議 

11 5/25 水 
10:00 

12:00 

合同調整委員会 

合同評価報告書への署名 

12 5/26 木 
15:30 

16:30 

JICA トルコ事務所報告・JICA 専門家との打ち合わせ 

在アンカラ日本大使館への報告 

13 5/27 金 10:00 SPO との打ち合わせ 

14 5/28 土   アンカラ－フランクフルト 

15 5/29 日   東京着 
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1－５ 主要面談者 

 

[EIE] 

氏 名 所属及び役職 評価調査への参画 
Mustafa Kemal 
Buyukmihci* 

General Director / EIE 評価報告書への署名、JCC 

Mehmet Caglar* Deputy General Director / EIE JEM、CC 
Yusuf Korucu* Head of Energy Resources Survey 

Department / EIE 
JEM、JCC 

Erdal Calikoglu* Acting Division Manager/NECC 管理部門 C/P インタビュー、 
JEM、JCC 

Suheda 
Gumusderelioglu* 

Chemical Engineer/NECC 管理部門 C/P インタビュー、  
JEM、JCC 

Omer Kedici* Physical Engineer/NECC 管理部門 C/P インタビュー、  
JEM、JCC 

Necip Ozturk* Industrial Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、 JCC
Sureyya Akman* Chemical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、 JCC
Mehmet Sezer Electrical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー 
Bora Omurtay Electrical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、JCC
H. Ibrahim Gundogan Mechanical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、JCC
Erol Yalcin Industrial Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー 
Birgul Duman Industrial Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー 
Dr. Figen Ar Chemical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、JCC
I. Yenal Ceylan Mechanical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、JCC
Mehmet Balci Physical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、JCC
Cavit Unver Electrical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、JCC
Ali Dogan Mechanical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、JCC
Gokhan Kadir Gokce Electrical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、JCC
Ebru Acuner Environmental Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー 
Ersoy Metin Mining Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、JCC
Engin Akyurek Electrical Engineer/NECC 技術部門 C/P インタビュー、JCC
Huseyin Ciftci Electrical Technician/NECC 技術部門 C/P インタビュー 
Fehmi Canturk Electrical Teacher/NECC 技術部門 C/P インタビュー 
* 評価チームへの参加 (トルコ側) 
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[その他] 

氏 名 所属及び役職 評価調査への参画 
Hulya Tokgoz Head of Department / Infrastructure ana Service 

Dept. , SPO 
表敬訪問 

Ismail Yilmaz Energy Sector Assistant Expert / SPO 表敬訪問 
Necati Gungor General Directorate of Energy Works, MENR JCC 
Nesteren Karaman Foreign Affairs Department, MENR JCC 
Veysel Yayan Secretary General / Iron & Steel Producers 

Association 
インタビュー 

Serpil Cimen Metallurgical Engineer / Iron & Steel Producers 
Association 

インタビュー 

Caglan Becan Training and Evaluation Department Manager / 
Turkish Cement Manufacturers’ Association 

インタビュー 

Guller Gurbuz R&D Responsible and Quality Manager / Turkish 
Cement Manufacturers’ Association 

インタビュー 

Sabit Uslu Training and Evaluation Department Specialist / 
Turkish Cement Manufacturers’ Association 

インタビュー 

Nusret Tanzer Tuncalp Automation and Information Technology 
Manager / Arcelik A.S. Dishwasher Plant 

インタビュー 

Muzaffer Y. Senel Electrical Engineer / Man Turkey A.S. インタビュー 
Kursad Soylemezoglu Marketing Specialist / Man Turkey A.S. インタビュー 
Adnan Turgut Electric Maintenance Chief / Set A.S.  インタビュー 
 
[日本側] 

名 前  所 属 評価調査との関わり 
阿部 知之 大使/在トルコ日本大使館 表敬訪問、結果報告 
門間 俊幸 二等書記官/在トルコ日本大使館 表敬訪問、結果報告、JCC 
中村 光夫 所長/JICA トルコ事務所 方針検討、JCC、結果報告 
芦野 誠 次長/JICA トルコ事務所 方針検討、JCC、結果報告 
梅永 哲 次長/JICA トルコ事務所 方針検討、JCC、結果報告 
Mr. Ali Bekin ローカルスタッフ/JICA トルコ事務所 方針検討、JCC、結果報告 
内田 勝巳 援助調整/JICA 専門家 ヒアリングﾞ 
吉田 諒一 プロジェクトリーダー/プロジェクト専門家 評価全般 
浅田 巌 省エネルギー技術/プロジェクト専門家 評価全般 
川瀬 太一郎 省エネルギー研修/プロジェクト専門家 評価全般 
小村 浩二 調整員/プロジェクト専門家 評価全般 
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第２章 終了時評価の方法 

 
２－１ 評価の目的 

 

国際協力機構企画・評価部 評価監理室編「改訂版 JICA 事業評価ガイドライン」（2004 年 2 月）

（「事業評価ガイドライン」）によると、評価の目的は以下のように定義されている。 

 

（１）事業運営管理の手段として活用すること。 

 ・プロジェトの残りの期間の運営方針に関する検討材料 

 ・プロジェクトの終了、及びフォローアップの適否の検討材料 

 

（２）より効果的な事業実施のために JICA 及び EIE の学習効果を高めること。 

 ・課題別指針「省エネルギー」第２版へのフィードバック 

 ・Capacity Development(CD)の検討 

 ・グッドプラクティスとしてのフィードバック 

 ・類似プロジェクトの立案・実施の際の参考材料 

 

（３）JICA における説明責任の確保のために広く情報を公開すること。 

 ・ホームページ、JICA 図書館、国会図書館等による広報、情報公開 

 

２－２ 評価結果のフィードバック先 

 

本件の評価結果のフィードバック先は、以下が想定されている。 

 

 （１）日本側 

 ・プロジェクト実施者（専門家等） 

 ・JICA トルコ事務所 

 ・JICA 本部（特に経済開発部、中近東欧州部） 

 ・関係省庁・政府機関、関係組織（外務省、経済産業省、資源エネルギー庁、ECCJ、国内支

援委員会等） 

 

 （２）トルコ側 

・EIE 及び NECC 

・国家計画庁（SPO） 

・財務省 

・外務省 
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２－３ 評価調査の実施体制 

 

評価調査の日本側の実施体制は、「１―３ 調査団員」に示す４名が行う。トルコ側評価チームの

選任は、EIE に依頼しそのメンバーを合同評価報告書（JER）に記載した（付属資料１．JER p.3 参照）。

なお、評価実施の責任者は本件評価調査団団長及びトルコ側の Project Director 及び Project 

Manager とした。 

 

２－４ 評価の方法及び枠組み 

 

 本調査は「事業評価ガイドライン」をベースに、以下の３段階により評価を実施した。 

 

（１）プロジェクトの現状把握と検証 

   実績の確認、実施プロセス及び因果関係を検証する。現状把握は、評価グリッドの作成～質

問表の作成～関係者へのインタビューの実施～インタビュー結果の評価グリッドへの記入と

いう流れで実施した。 

 

 （２）評価５項目による価値判断 

   DAC の評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から評価を

行う。 

 

 （３）提言の策定、教訓の抽出とフィードバック 

有用性のある提言を策定し、教訓の抽出を行い、関係者へフィードバックする。 

 

２－５ 評価結果の取りまとめ 

 
終了時評価報告書（JER）は英語版をオリジナルとして作成し、トルコ側と合同で開催する合同調

整委員会（JCC）において内容を審議・承認後、署名交換を行った。(JER を添付した) 

 結論の取りまとめは、実績の確認、実施プロセスの検証、５項目による評価を行ったうえ、その結

果を要約し、結論としてまとめた。 

 提言の取りまとめは、JICA、NECC に加え、産業界などプロジェクトの関係者に対し、プロジェク

トの今後のあり方について提言、助言を行う。評価項目別の評価結果及び結論に鑑み、今後の見通し

や必要な措置について関係者や関係機関を特定して助言を行った。提言は評価結果に基づいたもので

あるとともに、具体的で実現可能な内容になるよう留意した。また、これまでの長短期専門家、C/P

等プロジェクト実施者の問題意識の中から、特に重要と思われる提言がある場合は併せて記載した。 

また、終了時評価報告書には、実施中または将来開始されるほかのプロジェクトの参考になる事項

を「教訓」として取りまとめた。評価５項目別の結果、特に評価結果の高かった評価項目、または特

に評価結果の低かった評価項目や結論に基づき、類似プロジェクトが学ぶべき事柄（成功や失敗から

得られる対応策や知見等）を簡潔かつ具体的に示した。 
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２－６ PDM 

 
２－６－１ PDM の変遷 

  2003 年 12 月に実施された運営指導（中間評価）調査において、「プロジェクト開始時に作成さ

れた PDM(0)（ANNEX-1/付属資料１参照）には表２－１に示したように、用語・指標の不明確な部

分がある」ことが指摘された1。 

なかでもプロジェクト目標と上位目標は、正確な評価を実施するために、再検討すべき問題とし

て認識された。上位目標が達成されるためには、多くのパラメータが存在しており、本プロジェク

トが意図するような C/P の能力向上が達成されてもそれのみでは、すぐに上位目標を達成し得ない

と考えられる。上位目標を達成するためには、少なくとも 

① エネルギー管理者が省エネ提案をするインセンティブを持てるかどうか 

② 提案した省エネ提案の多くが採用されるかどうか 

③ 省エネに関する新たな法律の制定 

④ 経営者が省エネの必要性を認識し、関連する投資を行うかどうか 

⑤ 省エネルギー投資に必要な技術的、経済的な資源の存在 

 などの様々な要素が考えられ、能力向上のみで上位目標が達成されるということは考え難いという

指摘がなされた。 

  そのほか、成果３は本来の「成果」なのかどうか曖昧で、この表現が知識や技術の習得だと仮定

すると、それを「だれが習得するのか」明確ではない。ここでは、“develop”が用いられているの

で、活動をした結果として得られる「成果」の表現ではなく、活動そのものを表しているとも解釈

できる。これは、成果２と同じ内容の言い換えとも解釈できる。また、成果５の表記は成果として

の要件を満たしていない。これを、知識や技術の習得と仮定すると、だれが習得するのかが明確で

はない。さらに、この文には動詞にあたる言葉がないので、文意が明らかではない。 

                                                  
1 国際協力事業団鉱工業開発部：トルコ共和国省エネルギープロジェクト運営指導（中間評価）報告書、P.43 
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表２－１ PDM の問題点 

現行PDMへの記載 問題点 

上位目標 

By implementing a promotion of 

rational use of energy, energy 

efficiency in the whole country is 

increased（エネルギーの合理的利用を

促進することによりトルコ国内のエネ

ルギー消費効率が向上する） 

事後評価の時点で、「エネルギー原単価の低下」と本プ

ロジェクトの因果関係が説明できるかどうか不明。 

プロジェクト目標 

The function of NECC is strengthened 

in the training, audit, policy-making 

and promotion activities.（NECCの省

エネルギー研修機能、診断機能、政策広

報情報関連機能が強化される） 

NECCの組織総体の能力向上をうたっているにもかかわ

らず、指標として、「Number and effectiveness of 

enterprises in Turkey which carry out energy 

conservation activities are increased」が用いられ

ている。省エネ活動を実施する事業所数とその質を指し

ている。「能力向上」の結果として省エネ活動の質と量

の向上が結びついているという仮定が成り立つ必要が

あるが、（ここでは、「量の拡大」と解釈することとした）

現行PDMはこの２つの因果関係を説明していない。 

PDMの上下のヒエラルキーの関係として捉えるべき。 

成果 

0. NECC administration and management 

structure are developed for 

implementing energy conservation 

activities 

問題点なし。 

成果０はC/Pの能力向上が成果として位置づけられてい

る。 

1. C/P are able to operate and maintain 

the training facilities and 

measuring equipment.  

問題点なし。 

成果１はC/Pの能力向上が位置づけられている。 

2. C/P acquire the knowledge and 

skills necessary for developing 

manager training. 

問題点なし。 

成果２は、C/Pの能力向上が位置づけられている。 

3. Contents of energy manager training 

course is developed in both 

theoretical and practical parts 

成果３は成果なのかどうか曖昧である。これらが、知識

や技術の習得だとするとだれが習得するのか明確では

ないこともPDMの理解を妨げている。３は、“develop”

が用いられているので、活動を表していると解釈でき

る。知識・能力の習得を誰がするのか明確に定めていな

い。 

成果２と同じ内容の言い換えか。 

4. C/P develop energy audit and 

consultation in industrial 

factories 

問題点なし。 

成果４はC/Pの能力向上が位置づけられている。 

5. Information supply, publicity and 

policy recommendation.  
成果５は成果なのかどうか曖昧である。これらが、知識

や技術の習得だとするとだれが習得するのか明確では

ないこともPDMの理解を妨げている。動詞がないので、

文の意味が不明である。知識・能力の習得を誰がするの

か明確に定めていない。 
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２－６－２ PDM の修正 

このような指摘に対して、翌 2004 年に実施された運営指導調査では再検討を行い、ANNEX-1 に示

すように PDM を修正した。主要な変更部分を表２－２に示した。 

 
表２－２ PDM の比較 

オリジナルPDM 終的なPDM 

上位目標 

By implementing a promotion of rational 

use of energy, energy efficiency in the 

whole country is increased 

（エネルギーの合理的利用を促進すること

によりトルコ国内のエネルギー消費効率が

向上する） 

上位目標 

Energy intensity of the selected factory is 

reduced. 

（工場診断を実施した工場においてエネルギー原

単位が減少する） 

プロジェクト目標 

The function of NECC is strengthened in 

the training, audit, policy-making and 

promotion activities. 

（NECCの省エネルギー研修機能、診断機能、

政策広報情報関連機能が強化される） 

プロジェクト目標 

NECC overall capacities in training, audit, 

policy-making and promotion activities are 

strengthened. 

（NECCにおける研修、工場診断、政策策定および啓

蒙活動に関する能力が強化される。） 

成果 

0. NECC administration and management 

structure are developed for 

implementing energy conservation 

activities 

0) Management and administration of NECC are 

established for implementing energy 

conservation activities. 

1. C/P are able to operate and maintain the 

training facilities and measuring 

equipment.  

1) C/P overall skills in operations and 

maintenance of the training facilities and 

measuring equipment are strengthened. 

2. C/P acquire the knowledge and skills 

necessary for developing manager 

training. 

2) C/P acquire the knowledge and skills necessary 

for implementing energy manager training. 

3. Contents of energy manager training 

course is developed in both theoretical 

and practical parts 

（削除） 

4. C/P develop energy audit and 

consultation in industrial factories 

3) C/P acquire knowledge and skills to implement 

energy audit and consultation in industrial 

factories. 

5. Information supply, publicity and 

policy recommendation.  
4) NECC capacity in providing energy-saving 

information to industries, and building public 

awareness on energy saving, and preparing policy 

recommendations will be strengthened 
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第３章 評価結果 

 
３－１ プロジェクトの実績 

 
プロジェクト

の 概 要 
指 標 調 査 結 果 

上位目標 

エネルギー診

断を実施した

工 場 に お い

て、エネルギ

ー原単位が減

少する。 

重点産業セク

ターの工場の

うち、プロジェ

クトが選んだ

工場のエネル

ギー原単位が

減少する。 

 工場診断のフォローアップ調査の結果によると、調査対象と

なった 23 工場のうち 19 工場において何らかの省エネ対策が実

施されている。これら 19 工場における省エネ実績は、年間

46,295TOE に相当し、これは総エネルギー使用量の 9.52％にあ

たる。(ANNEX-20) 

 

 また、NECC の機能強化を行った結果としてプロジェクト期間

内に実際にどの程度の省エネが推進されたかについては、日本

における実績・経験に基づき以下のように推算される（推算の

詳細についてはナレッジサイトに保存のプロジェクト完了報告

書を参照）： 

①約 200 工場からの研修生がエネルギー管理者研修後工場に戻

り、no cost or low cost の省エネ活動を実施した場合、５

年間で達成される省エネ効果は産業部門のエネルギー消費の

0.75％（ 大値）と推算される。 

②製鉄産業、セラミックス産業、繊維産業、食品産業及び紙・

パルプ産業などで実施した省エネ工場診断において提案され

た no cost or low cost ばかりでなく大きな設備投資も含め

た省エネ対策が実施・普及された場合、５年間で達成される

省エネ効果は産業部門のエネルギー消費の 3.6％（ 大値）

と推算される。 

③広報などの省エネ宣伝活動により５年間で達成される省エネ

効果は産業部門のエネルギー消費の 0.5％（ 大値）と期待

される。 

④したがって、本プロジェクトの省エネ効果の総合的効果は、

0.75＋3.6＋0.5＝4.85％（ 大値）と概算される。５年間で

達成される省エネ効果は約５％（ 大値）と推測され、年間

では産業部門のエネルギー消費の１％の省エネ効果に相当す

る。 
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プロジェクト

の 概 要 
指 標 調 査 結 果 

プロジェクト
目標 
研修、工場診
断、政策策定及
び広報普及な
どの ECC の能
力が強化され
る。 

 
2005 年７月の
までに 
1. 省エネルギ
ー規則で定め
られたエネル
ギー管理者配
置義務のある
600 工場の内
の 80％におい
て、エネルギ
ー管理者が配
置される。 
 

1．NECC の記録によると、エネルギー管理者を配置している工
場はプロジェクト開始以前には 232 工場であったのに対し
て、評価時点ではプロジェクトの約５年間を通じて 178 工場
に対して有資格者が配置され、合計 410 工場となっている。
この実績は 2,000 TOE 以上を消費する全工場数の 78％に相
当する。NECC は、2005 年末までの有資格者を配置すること
のできる工場数を 436 工場と見込んでおり、これは有資格者
を配置すべき全工場数の 83％に相当することから、プロジ
ェクト目標の水準をまもなく超える見通しである。(ANNEX 
15-1、15-2、15-3、15-4＆15-5) 

 
エネルギー管理者資格保持者を配置した工場数  

工場数 
年 

研修コー

ス数 
参加者数 

小計 合計 % 
プロジェクト開始以前 
1997-2001 28 434 232 232 44 
プロジェクト期間中 
2001-2003 12 181 99 331 63 

2004 6 100 65 396 76 
2005/1-5 3 53 14 410 78 
資格付与の見通し 
2005/6-12 3 - 26 436 83 

2006 6 - 50 486 93  
 2. 生産施設に

対する工場診
断を受診する
工場数が増加
する。 

 

2．技術協力プロジェクト実施期間中に、118 回の工場訪問とコ
ンサルテーションを実施した。 (ANNEX-19) 

 
 

工場診断/コンサルテーションの記録 
工場数 

年 
工場訪問

徒歩によ

る視認の

ための工

場訪問 

事前診断 詳細診断 フォロー

アップ 
合計

2000 2 0 0 0 0 2 
2001 19 0 0 0 0 19 
2002 0 13 8 5 0 26 
2003 3 21 16 3 1 44 
2004 1 8 1 9 0 19 

2005/1-5 0 2 1 2 3 8 
合計 25 44 26 19 4 118

  単位：工場数 
 

成果 
0) 省エネルギ 
ー活動のため
に NECC の運営
および管理体
制が確立する。 
 
 

 
0) プロジェク
トのための人
員、資機材な
らびに予算が
与えられる。 

 

0.1.1  NECC は合計 31 名の C/P をプロジェクトに配属した。そ
れら C/P の氏名、役職及び配属分野と職責は ANNEX-10 に記
載されている。 

0.1.2  JICAは合計５名の長期専門家と25名の短期派遣専門家
を派遣した。これら専門家の氏名、役職及び配属分野と職責
は ANNEX-16 に記載されている。  

0.1.3  産業エネルギー効率化部門が NECC の内部において本件
の担当部署となっている。EIE の組織図を ANNEX-5 に示す。
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プロジェクト

の 概 要 
指 標 調 査 結 果 

0.2.1  本プロジェクト開始前に JICA が供与した計測機械など
の EIE が保有している資機材が本プロジェクトの活動に活用
された。EIE が保有する資機材のリストを NNEX-12 に示した。

0.2.2  プロジェクトに対して、資機材が提供され、設置され、
運用された。それらの管理は、支障なく行われている。JICA
から提供された資機材のリストを ANNEX-8 に示す。 

 

0.3.1  NECC は、これまでに 1,597,068 米ドルをプロジェクト
関連のローカルコストとして負担した。NECC が負担した費用
の内訳を ANNEX 13 に示した。 

0.3.2  JICA は 2000 会計年度から 2004 会計年度の間に、
241,668.21 米ドルをローカルコストとして負担した。さら
に、国際研修関連経費として、36,299.66 米ドル、210,560.00
米ドルをミニプラント設置及びそれに伴う建物改修費とし
て負担している。JICA がこれまでに負担したローカルコスト
の内訳を ANNEX-9 に示した。 

1） C/P が提供
されたトレ
ーニング機
材や計測機
器を使用し
管理する技
術が強化さ
れる。 

 
 

1) C/P は国内
および国際研
修プログラム
の実施に際し
て提供された
施設を活用す
ることができ
る。 

 

 エネルギー管理者研修と第三国研修はこれまでに 21 回実施
され、333 名の受講者が修了した。(ANNEX-15 & 16) 
 

NECC が実施した研修とセミナーの実績 
研修の区分 2001 2002 2003 2004 2005 Total

エネルギー管理者研修 0 4 6 5 3 18 
 受講者数 0 63 68 85 53 269 
国際研修 0 1 1 1 0 3 
 受講者数 0 31 18 15 0 64 
生産プロセスに係る研修 1 6 1 0 0 8 
 受講者数 10 60 20 0 0 90 
研修実施回数合計 1 11 8 6 3 29 
総合計（参加者総数） 10 154 106 100 53 423 

 
 上記のすべての研修の実施において、NECC 内に設置された機
材・施設を完全に使いこなしている。なお、それぞれのコース
の概要は ANNEX-17 に示した。 

2）C/P がエネ
ルギー管理
者研修に必
要な全般的
な技術と知
識を身につ
ける。 

 
 

2) エネルギ
ー管理者研修
実施後の質問
表の分析によ
ると、同研修
に参加した者
の学習と満足
度が高まる。 

2)-1  評価チームが実施した、エネルギー管理者研修参加者や
製造工場の管理職の満足度などの利害関係者の全体的な満
足度は高い。NECC は中間評価調査団の提言に基づいて、エネ
ルギー管理者研修受講者を対象とした研修事後評価を 2003
年９月に実施した。この評価調査では、2002 年 1 月から 2003
年５月までに同研修を受講した 82 事業所 110 名の受講者を
対象として、調査を行った。その結果、23 の項目に対する、
５段階評価（大変不満足＝１点、大変満足＝５点）に対する
設問に対する調査を実施した。有効回答数 55 名の 23 項目に
対する加重平均で 4.05（満足＝４と大変満足＝５の間）で、
研修に対する満足度は高いと評価されている。 

 
2)-2  エネルギー管理者研修と第三国研修は、トルコ側のイニ

シアティブで実施されてきた。これは、C/P がこれらのトレ
ーニングコースを実施するのに必要な技能、知識を既に獲得
しているという証拠の一つである。 
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プロジェクト

の 概 要 
指 標 調 査 結 果 

3) C/P が各種
産業の生産工
場に対する工
場診断に必要
な技術と知識
を 身 に つ け
る。 

 
 

3) C/P は、当
初定めた4つ
の重点産業
分野の工場
診断の報告
書を完成さ
せる。 

3)-1 これまでに 19 回の工場診断（詳細診断）を実施し、５分
野（製鉄、窯業、繊維、食品及び紙パルプ）の重点産業セク
ターに対するレポートを完成させた。(ANNEX-19) 

 
 

産業分野 
NECC によってまと
められた工場診断
報告書の数 

製   鉄 4 
 一貫製鉄所 (1) 
 電 気 炉 (3) 

窯    業 3 
繊    維  4* 
食    品 5 
家    電 2 
紙・パルプ  1 
合  計 19 

* 注: 工場診断のうち、繊維工場一箇所については C/P のみで実施 

   されており、これをプロジェクトのモデルケースとしている。  

 
 
3)-2  長期専門家が予め準備したモニタリングシート

(ANNEX-14) によると工場診断を実施するのに必要な技能と
知識の習得はほぼ予定していた水準に達しつつある。しかし
ながら、一部の分野については C/P の能力向上を図る必要が
ある。長期専門家へのインタビューによると、一部留保すべ
き分野があるものの、C/P 全体の現状の能力を糾合すれば、
トルコにおける省エネルギー政策を実施していくのに必要
な水準に達していると考えられる(工場診断分野の習得目標
は、C/P は特定の生産工場の職員と、その工場の省エネの方
法に関する一般的な問題の指摘と改善提案について議論す
ることができる、としている)。(ANNEX-14) 

 

3)-3  C/P へのインタビューによると、C/P のほとんどが、工場
を基礎とした診断での経験とそれぞれの担当するエネルギ
ー管理者研修の教案に反映することができるようになった。
一般に、実習を通じて獲得した能力を研修プランに統合させ
るためには、理論と実習の深い理解が必要である。それゆえ、
C/P の技能と知識の習得は、プロジェクトが予め設定した水
準に達していると考えられる。 

 

3)-4  中間評価チームは、当時 C/P が整備していた教科書作り
に、新たに獲得した技能と知識が統合しつつあることを確認
している。 
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プロジェクト

の 概 要 
指 標 調 査 結 果 

4)-1 省エネル
ギー技術に
関する情報
が 収 集 さ
れ、ウェブ
サイトを通
じて提供さ
れる。 

4)-1  NECC が立ち上げたウェブページは、プロジェクト開始後
に完全にそのデザインと中身を一新した。同ページは定期的に
更新されており、省エネの先進事例を普及させるための道具と
して機能している。 

 同ウェブサイトの URL は、以下のとおり。 
 
 http://www.eie.gov.tr/english/energy_resources/necc/necc_index.html 
 
 

4） NECC の、
各産業分野
への情報提
供や、一般大
衆への省エ
ネルギー意
識啓発なら
びに政策提
言を準備す
る能力が強
化される。 

 
 
4)-2 セミナー

やニュース
レターの発
行頻度があ
がる。 

 
 
4)-2  技術協力実施期間中を通じて、様々なターゲットを対象
とした活動を実施してきた。特に、セミナーを多数開催して、
C/P 相互あるいは他の NECC の職員に技術移転を図る試みが行
われてきた。講演会とセミナーの記録を ANNEX-16 に示した。 
 

レクチャーとセミナーの記録 
会計年度（日本） 

項目 2000 2001 2002 2003 2004 -2005/
5 

合計

セミナー 5 18 22 26 29 3 103
エネルギー管理

者研修コース 
0 2 5 4 6 1 18

国際研修コース 0 0 1 1 0 0 2 
第三国研修 0 0 0 0 1 0 1 

短期研修コース 0 4 3 1 0 0 8 
エネルギー週間

年次会議 
0 0 1 0 1 0 2 

ワークショップ 0 1 0 0 1 0 2 
合計 5 25 32 32 38 6 136

  (単位: 回)  
  

 
4)-3 省エネル

ギーに関す
るキャンペ
ーン活動の
数および質
に変化があ
る。 

 

 
 
4)-3 エネルギー週間の会議とワークショップは、エネルギー節
約を啓蒙するために実施される。プロジェクト開始以前には、
NECC の実施する省エネ対策は製造業を対象としたものであり、
現在は中小企業のようなより広い業種を対象にしようとして
いる。技術協力実施期間中に、NECC はトルコ省エネルギーセン
ターを産業界に紹介する資料を作成してきた。優秀省エネプロ
ジェクトは、これまでも産業界で続けられてきた。トルコの学
校児童による省エネにちなんだ絵画もECCJの ENEX展に出品さ
れた。また、エネルギー原単位を減らすことのできた工場には、
毎年大臣表彰が行われている。 

  
4)-4  NECC は

省エネルギ
ーに関する
政策提言を
作成するこ
とができる。 

 
4)-4 NECC は各省庁から例えば省エネ手段としての二酸化炭
素削減などのような省エネに関する政策に関する諮問を受け
ている。JICA によるトレーニングは、世界銀行や EU など他の
援助機関からの支援も含めC/Pが省エネルギー政策実施に必要
な能力を獲得するのに役に立った。 
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３－２ プロジェクトの実施プロセス 

 

活 動 投 入 
0-1. プロジェクトの計画に従
った人員を投入する 

0-2. 業務機能の定義を明らか
にする 

0-3. 活動および責任範囲を明
らかにする  

0-4. 予算計画を作成する 
 

日本側から 
1. 専門家の派遣 
(1) 専門家の派遣 

計画 (R/D) Actual 
チーフアドバイザー 60 M/M チーフアドバイザー 60 M/M
調整員 60 M/M 調整員 24 M/M
エネルギー効率トレ

ーニング専門家 
60 M/M

省エネルギー研修 60 M/M

エネルギー効率改善

技術専門家 
60 M/M

省エネルギー技術 60 M/M

- - 
調整員 36.5 

M/M 
- - (ANNEX-4 & 6 に示したように

延べ 5 名の専門家が派遣された)  
1-1. 施設の維持管理と実施の
ための資機材の調達に関する
計画の策定および実施  

1-2. 既存の資機材の取り付け、
使用方法ならびに維持管理の
指導をする  

1-3. 運用マニュアルならびに
維持管理マニュアルを完成さ
せる 

2-1. C/P トレーニングの実施計
画を立てる 

2-2. C/P トレーニングの教材を
作製する 

(2) 短期専門家 
計画(R/D) 実績 

必要に応じて適切な人数の専門

家が派遣される 
合計 25 名の短期専門家が派遣さ

れた。詳細は、ANNEX-4 & 6 参

照 
 
2. C/P 研修（日本）   

計画(R/D) 実績 
合計 3 名のトルコ人 C/P が日本

での国内研修に参加する 
合計 19 名の C/P が日本で研修を

受けた。その実績は ANNEX-11
を参照  

3-1. 工場診断を実施する工場
を確保する  

3-2. 工場診断を実施しその結
果を報告する 

3-3. 工場診断のためのマニュ
アルを作成する  

4-1. 情報サービスに関する提
言をおこなう 

3. 資機材の提供  
計画 (R/D) Actual 

資機材の提供および関連した情

報の提供 
JICAが提供した資機材のリスト

は ANNEX-8 に示されている  

4-2. セミナー、シンポジウムな
らびに出版およびニュースレ
ターの発行 

4-3. 省エネルギーに関連した
政策提言をおこなう 

 
 

トルコ側より 
1. ローカルコスト 

計画 (R/D) 実績 
研修用プラントの設置費用を含

むプロジェクト実施に必要な予

算 

トルコ側が負担したローカルコ

ストは、ANNEX-13 に示す 
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活 動 投 入 
  

2. C/P および必要な人員の配置 
計画 (R/D) 実績 

C/P とその他必要な人員の配置 C/P の配置リストは ANNEX-10
に示す 

 
3. 土地、建物、執務室など日本人専門家が必要な施設 

計画 (R/D) 実績 
日本人専門家が必要とする土地、

建物執務室 
 

土地、建物、執務室などプロジェ

クト実施に必要な施設は NECC
が提供した 

 
4.資機材 

計画 (R/D) 実績 
必要な資機材とその維持管理を

提供 
 

ANNEX-12に示すようにNECC
が、必要な資機材を提供し、その

維持管理を行った   
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３－３ 評価結果の要約 

 

（１）妥当性 

 本プロジェクトの目標は EU 加盟を見据えた政府の地球温暖化対策、省エネの取り組みと合致

しており、トルコ政府の優先政策の一つに位置づけられている。また、受益者である産業界の

各工場の省エネ推進の必要性と合致しており実施の妥当性は高い。グローバルイシューへの取

り組みを重視する日本の援助方針とも整合している。また、我が国は省エネに世界有数の省エ

ネ推進国であり、十分な技術優位性と経験を持つことからも、トルコに対して技術協力を実施

する妥当性は高い。 

 

（２）有効性 

プロジェクト評価時点の NECC の状況から、研修、工場診断、政策策定及び広報普及などの機

能は十分に強化されたと認められる。「３－１ プロジェクトの実績」にあるとおり、適切な体

制強化が行われ、既に実績が出ている状況にある。プロジェクト実施中から活用しているモニ

タリング・シートによれば、研修、向上診断、政策策定及び広報普及に関する C/P の職務遂行

能力は着実に向上している。 

 

（３）効率性 

プロジェクトへの投入はすべて効率的に活用され、PDM に定義された５つの成果は計画通り達

成されている。プロジェクトの成果を検証するにあたり、プロジェクト実施中から様々なモニ

タリング手法を活用していたことが成果発現の効率性を高めた。特に、2003 年９月にローカル

コンサルタントを活用して実施した研修事後調査、及びすべての技術分野で必要となる職務遂

行能力を定義した定義を活用したモニタリングシートを用いた進捗度管理は効率性を高めるう

えで有効であった。 

 

（４）インパクト 

NECC の実施した工場診断を受けた工場のうちのいくつかにおいて、上位目標の一部を達成し

つつある。これらの工場では、提案された省エネ対策を実施しはじめている。また、省エネ意

識の高まりから、提案されていない部分についても独自の試みが見られるようになっている。

工場診断後の 23 工場へのフォローアップ調査の結果によると、19 工場において、何らかの省エ

ネ対策が採られているということがわかった。それら工場での省エネ対策によって削減したエ

ネルギーの合計は年間 46,295 TOE と報告されている。これは、対象工場の全エネルギー消費量

の 9.52％に相当する。今後も、NECC の実施する工場診断に対する要請は増加していくことが予

想されている。上位目標以外のインパクトとしては、広く一般大衆へのキャンペーンを実施す

るなどによる省エネ意識向上等が行われた。 

 

（５）自立発展性 

トルコにおいては、省エネルギー法成立に向けた動きなどの背景のもと NECC の省エネに係る

責務は増大していくことが予想されており、また、法制度の成立や企業の国際競争の激化に伴

い産業界の省エネ推進も一層進んでいくことが予想されている。本件プロジェクトの成果とし
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て強化された研修、工場診断、政策提言・啓蒙普及などの NECC の機能は十分に活用されるだけ

でなく今後も自立的に発展していくことが見込まれている。エネルギー管理者研修をエネルギ

ー消費 2,000 TOE 以上の工場に対して義務付けていることは、研修の自立発展性を保証する重

要な要素である。さらに、審議中のエネルギー法が法制化されれば、より多くの工場がエネル

ギー管理者研修の受講を義務付けられることになる。あわせて、省エネに対する規制・インセ

ンティブの強化、意識の向上も進むことから、NECC の工場診断に対する要請も増えていくと予

想される。工場診断については、NECC は将来的には ESCO を中心とした民間の力を活用して普及

させていきたい意向があり、今後発展的に民間部門へ技術が継承されていくことが期待されて

いる。一方、NECC は省エネルギー法の成立とともにこれまで以上に多くの省エネに関する業務

を抱えることとなるため、現在の陣容のまま研修、工場診断などの活動の規模を維持していく

ことは困難と思われ、職員の増員、業務のアウトソーシングなどが求められる。 
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３－４ 評価５項目に基づく評価結果 

 

（１）妥当性 
評価設問 評価結果 重要度2 

1) プロジェ
クトのイン
パクトは、
トルコの国
家開発計画
と整合して
いるか？ 

・長期戦略及び第８次五カ年計画（2001-2005）によると、「交通、エネ
ルギー、工業及び住宅からの温室効果ガスを削減するためにエネルギ
ー消費の効率化を進め、省エネを確実なものにする方向での政策的方
策が取られる必要がある」と記載されている。 

 
 

++ 

2) ターゲッ
トグループ
の選択は適
切か? 

(1)  NECC に対する技術協力実施には高いニーズがあったのかどうか？ 
 ・プロジェクトの上位目標は、「工場診断を受けた工場のエネルギー効

率が向上する」となっている。 
 ・トルコが現在第８次開発計画に記載されているように政府の産業政

策に示されたようなエネルギー関連の問題に照らし合わせて、妥当
性が高い 

 ・EU 加盟のためのプロセスに照らし合わせて、トルコは様々な国際的
な環境に関する条約に従う必要がある。トルコ政府は、国全体のエ
ネルギー効率を高めるためにいくつかの方策をとっている。エネル
ギー効率を高めるために、様々な産業セクターへの省エネ啓蒙には
高い優先度がある。 

 
+ 
 
 

++ 
 
 
 

++ 
 

  ・トルコの省エネに関する EU 法の総体系（acquis communautaire）の
受入れについての評価によると、トルコはこの分野により真剣な取
り組みをすることが求められている。一例として、トルコは冷蔵庫・
冷凍庫と蛍光灯の安全抵抗への省エネ表示に関する規制を実施する
ことである。エネルギー省傘下の NECC はこれらのように様々な省エ
ネ対策を実施する責任を負っている。エネルギー、建設、交通、製
造業と環境など各セクターとの適切な調整を行って政策を進めるた
めに、NECC の役割の再検討も必要と考えられている。 

++ 
 

 (2) ターゲットグループの対象は適切なものかどうか? 
 ・現行の「エネルギー規則」は 1995 年から運用されており、トルコの

産業界に省エネを推進するための有効な手段となっている。同規則
の枠組みのもと、本技術協力プロジェクトは NECC が今後もトルコの
省エネルギー政策を推進していくための能力向上のために実施され
る。 

++ 
 

  ・現行の規制によると、年間 2,000 TOE 以上のエネルギー消費量の事
業所は現在、520 事業所ある。それゆえ、PDM の指標は、「520 事業所
の 80％の事業所において近く立法化される予定の省エネルギー法に
基づいてエネルギー管理者が配置される」と読み替えをすることが
必要である。 

・国家レベルの省エネは、生産工場の中の省エネ技術がすべての産業
セクターにあまねくいきわたることによってのみ実現する。現在の
省エネ目標は、中規模及び大規模事業所に対するものであるが、プ
ロジェクトは省エネ技術を様々なセクターの工場に普及させ、合理
的なエネルギー理由に関する意識をたかめることに必要な基礎作り
をした。 

 
+ 
 
 
 
 
 

++ 
 

                                                  
2 評価結果の重要度に応じて記号で示す。（例：＋＋特に重要度が高い、＋関連性が中程度、－重要度が低い、N 関連なし） 
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評価設問 評価結果 重要度2 

3) JICA のト
ルコにおけ
る ODA プロ
グラムに照
らし合わせ
て妥当なも
の か ど う
か？ 

(1) プロジェクトは JICA のトルコでの優先分野に沿ったものかどう
か？ 
・本プロジェクトは JICA のトルコでの優先分野に沿ったものである。 

 
(2) プロジェクトはトルコにおいて JICA が実施している他の技術協力

プロジェクトに対して妥当なものかどうか？ 
・本プロジェクトの経緯は、ECCJ が 1990 年初頭に実施した NECC への
技術協力にまで遡ることができる。JICA は、その後 ECCJ を国内支援
機関として、省エネ技術に関する研修生の受入れ、専門家派遣など
を継続して実施している。 

 
 
+ 
 
 
 
 

++ 
 

 ・JICA が先にトルコで実施した開発調査は「省エネルギー規則」とエ
ネルギー管理者制度発足のきっかけの一つとなった。また、本件技
術協力の実施についてもこの開発調査がきっかけの一つであった。  

 
++ 

4) 日本の技
術的な優位
性 

・日本の省エネに関する経験と生産現場における先進的な技術は、省
エネに関する技術協力を求めている国々にとっては、有効な技術的
資産となりうる水準である。  

・日本はこれまでにいわゆる何度かのオイルショックを経験する一方、
産業及び家庭におけるエネルギー原単位の削減を進めてきた。現状
のエネルギー原単位の水準は世界的にみても屈指の水準であること
から、日本には開発途上国に省エネ技術を移転するだけの技術的な
優位性があると判断できる。 

 
+ 
 
 
 
+ 

 

（２）有効性 

評価設問 評価結果 重要度 

1) プロジェ
クトの達成
したものは
何か？ 

(1) プロジェクト目標に照らし合わせて達成度はどれくらいか？ 
 ・NECC の記録によると、エネルギー管理者を配置する工場は、本プロ

ジェクト開始前の232事業所から2005年５月末の時点で410事業所
に増加している。現状は、2,000 TOE 以上のエネルギー消費をする
全事業所の 78％がエネルギー管理者を配置している。  

 ・NECC の予測によると、2005 年末までに 436 事業所にエネルギー管理
者が配置されるようになり、2,000 TOE 以上のエネルギー消費をす
る全事業所の 83％に資格者が配置されることになる。（すなわち、
プロジェクト目標である 80％以上の事業所への資格者配置は、2005
年末までには達成される見通しである） 

・技術協力の期間中に、118 か所の工場に対して、工場訪問及び工場
診断を実施してきた。 

 
 
+ 
 
 
 
+ 
 
 
 
+ 

  
(2) 成果 0:「NECC の管理部門は、省エネに関する活動を実施するための

体制を確立する」に照らし合わせた達成度。  
 ・EIE/NECC はプロジェクトに合計 31 名の C/P を正式に配属した。 
 ・JICA は、５名の長期専門家と合計 25 名の短期派遣専門家をプロジ

ェクトに派遣した。 
 ・EIE が所有している資機材、可搬式計測機器などプロジェクト開始

以前に JICA が提供したものを含む。 
 ・資機材は提供、設置されプロジェクトで活用されている。それらの

機材の維持管理は適切に行われている。 
 ・NECC はこれまで 1,597,068 米ドルのローカルコストをプロジェクト

の協力期間を通じて負担している。 
・JICA はこれまで（2000 年～2004 年の実績で）241,668.21 米ドルの
ローカルコストを負担している。加えて国際研修コースに対して
36,299.66 米ドル、建物改修及び訓練機材の設置に関連して
210,560.00 米ドルを負担している。 

 
 
+ 
 
+ 
 
+ 
 
+ 
 
 
+ 
 
+ 
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評価設問 評価結果 重要度 

 (3) 成果１：「C/P の研修施設と計測機器の運用と維持管理の技能全般が
強化される」に照らし合わせた達成度 

 ・エネルギー管理者研修と第三国研修が 21 回開催され合計 333 名が受
講した。  

 ・これらのコースの運営において、NECC に建設された施設が用いられ
ている。 

 

 
 
+ 
 
 
+ 

 (4) 成果２：「C/P は、エネルギー管理者研修を運営するに必要な知識と
技能を修得する。」に照らし合わせた達成度 

 ・評価チームが実施するインタビューでの、研修参加者とそれぞれが
所属する事業所の管理職などの利害関係者の全般的な満足度は高
い。 

 
 
+ 

  ・NECC は、2003 年２月に実施した中間評価で提言された研修受講者へ
の追跡調査（2003 年９月）を実施した。同調査は 2002 年１月から
2003 年５月までにエネルギー管理者研修を受講した 82 事業所所属
の 110 名の受講者を対象としている。この評価調査では 2002 年１月
から 2003 年５月までに同研修を受講した 82 事業所 110 名の受講者
を対象として、調査を行った。その結果、23 の項目に対する、５段
階評価（大変不満足＝１点、大変満足＝５点）に対する設問に対す
る調査を実施した。 

 
 
 
 

++ 
 

 有効回答数 55 名の 23 項目に対する加重平均で 4.05（満足＝４と大
変満足＝５の間）で、研修に対する満足度は高いと評価されている。 

 ・エネルギー管理者研修と第三国研修は、トルコ側のイニシアティブ
で実施されてきた。これは、C/P がこれらのトレーニングコースを
実施するのに必要な技能、知識をすでに獲得しているという証拠の
一つである。 

 

 
 
 
 
+ 

 (5) 成果３：「C/P は、工場診断を実施するに必要な知識と技能を修得す
る。」に照らし合わせた達成度 

 ・これまでに 19 回の工場診断（詳細診断）を実施し、５分野（製鉄、
窯業、繊維、食品及び紙パルプ）の重点産業セクターに対する工場
診断を実施した。 

 ・工場診断のうち、繊維工場１か所については C/P のみで実施されて
おり、これをプロジェクトのモデルケースとしている。 

 ・長期専門家が予め準備したモニタリングシート (ANNEX-14) による
と工場診断を実施するのに必要な技能と知識の習得はほぼ予定して
いた水準に達しつつある。しかしながら、一部の分野については C/P
の能力向上を図る必要がある。長期専門家へのインタビューによる
と、一部留保すべき分野があるものの、C/P 全体の現状の能力を糾
合すれば、トルコにおける省エネルギー政策を実施していくのに必
要な水準に達していると考えられる(工場診断分野の習得目標は、
C/P は特定の生産工場の職員と、その工場の省エネの方法に関する
一般的な問題の指摘と改善提案について議論することができる、と
している)。 (ANNEX-14) 

 ・C/P へのインタビューによると、C/P のほとんどが、工場を基礎とし
た診断での経験とそれぞれの担当するエネルギー管理者研修の教案
に反映することができるようになった。一般に、実習を通じて獲得
した能力を研修プランに統合させるためには、理論と実習の深い理
解が必要である。それゆえ、C/P の技能と知識の習得は、プロジェ
クトが予め設定した水準に達していると考えられる。 

 ・中間評価チームは、当時 C/P が整備していた教科書作りに、新たに
獲得した技能と知識が統合しつつあることを確認している。 

 
 
 

++ 
 
 

++ 
 
 
 

++ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

++ 
 
 
+ 

 
 

・C/P へのインタビューの結果、ほとんどの C/P は長期専門家の仕事
に対する態度・心構えを学んだと言っている。 

 
+ 
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評価設問 評価結果 重要度 

 (6) 成果４：「NECC の、各産業分野への情報提供や、一般大衆への省エ
ネルギー意識啓発並びに政策提言を準備する能力が強化される。」に照
らし合わせた達成度 
・NECC が立ち上げたウェブページは、プロジェクト開始後に完全にそ
のデザインと中身を一新した。同ページは定期的に更新されており、
省エネの先進事例を普及させるための道具として機能している。 
同ウェブサイトの URL は、以下のとおり。 
http://www.eie.gov.tr/english/energy_resources/necc/necc_ind
ex.html 

 ・技術協力実施期間中を通じて、様々なターゲットを対象とした活動
を実施してきた。特に、セミナーを多数開催して、C/P 相互あるい
は他の NECC の職員に技術移転を図る試みが行われてきた。 

・エネルギー週間の会議とワークショップは、エネルギー節約を啓蒙
するために実施される。プロジェクト開始以前には、NECC の実施す
る省エネ対策は製造業を対象としたものであり、現在は中小企業の
ようなより広い業種を対象にしようとしている。技術協力実施期間
中に、NECC はトルコ省エネルギーセンターを産業界に紹介する資料
を作成してきた。優秀省エネプロジェクトは、これまでも産業界で
続けられてきた。トルコの学校児童による省エネにちなんだ絵画も
ENEX 展に出品された。また、エネルギー原単位を減らすことのでき
た工場には、毎年大臣表彰が行われている。 

 ・第三国研修はプロジェクトの結果生み出されてきたもの一つで、ト
ルコ近隣諸国に省エネ技術を普及させることができる。 

 
 
 
 
 
+ 
 
 
 
 
+ 
 
 
 
 
+ 
 
 
 
 
 
 
+ 

  ・NECC は各省庁から例えば省エネ手段としての二酸化炭素削減などの
ような省エネに関する政策に関する諮問を受けている。JICA による
トレーニングは、世界銀行や EU など他の援助機関からの支援も含め
C/P が省エネルギー政策実施に必要な能力を獲得するのに役に立っ
た。 

 
+ 
 
 
 

2) NECC の実
施する研修
は、質の高い
ものかどう
か？ 

(1) 研修参加者の人数は増加したか？ 
 ・成果１にて説明済み。 
 
(2) 研修参加者の期待に沿う研修ができたかどうか？ 
 ・成果２にて説明済み。 

 
+ 
 
+ 

3) 研修実施
後のアフタ
ーフォロー
は適切にで
きたか？ 

(1) 研修実施後のコンサルティングサービスは参加者の期待にそうもの
だったか？ 

 ・NECC の職員へのインタビューの結果、C/P はすべての研修の際にコ
ースコーディネーターを配置して、研修実施後のアフターフォロー
を参加者に提供している。C/P は業界のネットワークのためにエネ
ルギー管理者と良好な関係を保つよう求められている。  

 ・コースコーディネーターは産業界と NECC を結び付けるリソースパー
ソンの役割を果たす。 

 ・NECC が 2003 年に実施した研修事後評価の結果によると、研修実施
後のアフターフォローに対する研修参加者の満足度は全般的に良好
である。  

 
 
+ 
 
 
 
+ 
 
 
+ 

  
(2) 工場でのエネルギー原単位は減少しているかどうか？ 
 ・NECC が実施したフォローアップ調査において、調査を実施した 29

工場において平均 9.52％の燃料消費の削減が見られた(ANNEX-20)。  

 
+ 

4) プロジェ 
クトの成果
はプロジェ
クト目標に
貢献したか
どうか？ 

(1) 新たに習得した能力はプロジェクト目標に貢献したかどうか？ 
 ・成果３の到達度において説明済み。 
 
(2) 提供された資機材は有効に活用されたかどうか？ 
 ・成果１の到達度において説明済み。 
 

 
+ 
 
+ 
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評価設問 評価結果 重要度 

(3) 受講者は新たに獲得した技能と知識をそれぞれの日常の業務に応
用・活用しているか？ 

 ・エネルギー管理者研修の参加者は日常業務にそれぞれが獲得した技
能と知識を活用している。 

 
(4) プロジェクト目標に貢献したその他の要素の有無。  
 ・市場における競争、特に輸出企業における競争はエネルギー効率消

費効率の向上の推進力になっている。 

 
 

++ 
 
 
 

++ 

5) プロジェ
クト目標到
達の阻害要
因になった
ものはなに
か？ 

(1) 組織に関わる阻害要因はなにか？ 
・人事異動に伴うリーダーシップの変化。プロジェクト関係者の中に

おいて、本件のゴール、目的、タスク及びそれらに伴う責任が明確
に共有されていたことから大きな影響はなかった。 

 
(2) その他の阻害要因の生む? 
 ・なし 

+ 
 
 
 
+ 

 

（３）効率性 

評価設問 評価結果 重要度 

1) 投入資源
の量および
質は適切な
ものであっ
た か ど う
か？ 

(1) 長期専門家の数量、分野及び派遣時期は適切なものであったか？ 
 ・長期専門家の派遣は PO に基づいて実施された。長期専門家数量、分

野及び派遣時期は適切である。 
 
(2) 投入資機材の数量、分野及び派遣時期は適切なものであったか？ 
 ・資機材の調達、据付及び検査は計画に基づいて実施されている。資

機材の数量、分野及びその納入時期は適切である。 
 
(3) 配属された C/P の人数、資格、及びその配属時期は適切であったか？ 
 ・C/P の人数、資格、及びその配属時期は適切であった。 
 
(4) 日本での国内研修の対象人数、分野、及びその実施時期は適切であ

ったか？ 
 ・C/P 研修は、ANNEX-11 に記載のとおり実施された。  
 ・受講した研修参加者は、プロジェクトの中心的なメンバーとして 

働いた。  
 
(5) プロジェクトのために提供された施設の大きさ、質及びその効率性

は適切なものであったか？ 
 ・建物・施設の提供及び管理は適切に実施された。  
 ・R/D に規定されたように、新しい執務場所と、研修のための実験棟

がプロジェクトに提供された。 
 

 
+ 
 
 
 
 
+ 
 
 
 
+ 
 
 
+ 
+ 
 
 
 
 
+ 
+ 

 (6) 予算の執行は金額及び時期が適切に実施されたか？ 
 ・ローカルコストは全般的に適切に支払われた。 
 ・必要な人数の C/P と事務吏員が計画どおり配属された。 
 ・C/P 職員の能力は、プロジェクトにおける担当分野と個々の C/P の

固有の技術セクターとの関連が薄い配属があったが、プロジェクト
実施のために必要な要件を満たしていた。 

 ・トルコ側は全般的に提供された機材の維持管理に必要なメンテナン
スを実施した。  

 
(7) C/P の強化されたキャパシティはプロジェクトに貢献しているか？ 
 ・有効性において説明している。 

 
+ 
+ 
+ 

 
 
 

+ 
 
 

+ 
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評価設問 評価結果 重要度 

2)費用と便益 (1) プロジェクトの総費用はいくらか? 
 ・有効性の成果０において説明済み。 
 ・資機材は提供され、据え付けられ、使用されており、かつ維持管理

されている。  
 ・NECC は、これまでに 1,597,068 米ドルをプロジェクト関連のローカ

ルコストとして負担した。NECC が負担した費用の内訳を ANNEX-13
に示した。 

 ・JICA は 2000 会計年度から 2004 会計年度の間に、241,668.21 米ドル
をローカルコストとして負担した。さらに、国際研修関連経費とし
て、36,299.66 米ドル、210,560.00 米ドルをミニプラント設置及び
それに伴う建物改修費として負担している。JICA がこれまでに負担
したローカルコストの内訳を ANNEX-9 に示した。 

 
(2) NECC で実施されるエネルギー管理者研修の単価はいくらか？ 
 ・研修を実施するに必要な実費を徴収している。 

 
+ 
+ 
 
+ 
 
 
 
+ 
 
 
 
 
 
 
+ 

3) 阻害要因 (1) プロジェクトの効率性に対するその他の阻害要因は何か? 
 ・なし N 

 

（４）インパクト 

評価設問 評価結果 注 

1) 上位目標
に達する可
能性の大き
さ 

(1) トルコ全体でのエネルギー効率化の大きさはどれくらいか？ 
 ・NECC の記録によると、エネルギー管理者を配置した工場の数はプロ

ジェクト開始以前232事業所であったが2005年 5月末現在410事業
所に増えた。これは、2,000 TOE 以上消費している工場全体の 78％
に相当する。 

 ・NECC の予測によると 2,000 TOE 以上のエネルギー消費のある工場の
うちエネルギー管理者を配置している工場数は 436 に増加するとさ
れており、これは法令でエネルギー管理者を配置することが必要な
工場数の 83％にあたる。 

 ・実際の省エネ推進への貢献については「３－１ プロジェクトの実
績」を参照。 

 
 
+ 
 
 
 
+ 

2) それ以外
のインパク
トはあった
か？ 
 

(1) 予想されている正のインパクトは何か? 
 ・NECC は工場で業務を行うエネルギー管理者の信頼されうる情報源と

なる。センターはエネルギー効率化に関する技術情報を提供し、問
い合わせに応えることができるようになる。必要に応じてエネルギ
ー管理者はセンターからの情報を活用して省エネ技術に関する情報
を 新のものに更新することができるようになる。  

・ほとんどの企業にとって、エネルギー管理者は（研修のみ受講済み
と登録済みに関わらず）それぞれの事業所において省エネを実施す
る中心的な役割を果たすことになる。  

 ・フォローアップ調査の結果によると、エネルギー診断を受けた工場
ではエネルギー原単位の減少が見られた。 

 
(2) 予想されていない正のインパクトは何か？ 
 ・NECC は、エネルギー管理者研修の内容を、工場で働くテクニシャン

を対象とした新たな講習を実施した。これは、製鉄業向けと自動車
工場向けの２種類でこれまでに 90 名の受講者が NECC で講習を受け
た。 

 ・中間評価チームは、エネルギー管理者研修の受講者のうちの２名が
インターネットを用いたメーリングリストを開設し、トルコにおけ
る省エネの実践について話し合う場を設けた。同メーリングリスト
は、省エネに関するアイデアと問題点解決のための意見交換の場と
なっている。 

 
+ 
 
 
 
 
 
+ 
 
 
+ 
 
+ 
 
 
+ 
 
 
 
+ 



- 26 - 

評価設問 評価結果 注 

 (3) 予見された負のインパクトは何か? 
 ・評価時点で予見された負のインパクトはない。 
 
(4) 予見されない負のインパクトは何か? 
 ・評価時点で予見されない負のインパクトはない。 
 

N 
 
 
N 

3)インパクト
発現にプロ
ジェクトが
寄与した要
因 

(1) トルコにおいて実施されている本件及び他のプロジェクトが本件に
与えたインパクトの大きさ並びにそれらのシェアの大きさは？ 

 ・本件が問題なく実施されたのは、JICA を初めとする様々な援助機関
の継続的な支援の結果生み出されたものと考える。 

 ・NECC の能力は、長期にわたって開発されてきていることから、JICA
の貢献のみを単独で客観的に計測することは非常に困難である。 

 
(2) 省エネにおける民間セクターの役割は何か？ 
 ・NECC は、トルコにおける省エネの実現というゴールのために、これ

までも民間セクターと共同して様々な取り組みを行ってきた。 
・NECC は、民間企業が市場の中で重要な役割を果たせるような取り組

みを行ってきた。 

 
+ 
 
 
+ 
 
 
 
+ 
 
+ 
 

 

（５）自立発展性 

評価設問 評価結果 注 

1) NECC の役
割と責務 

(1) エネルギー節約における NECC の役割と責務は何か? 
 ・省エネに関する政策目標と手続きを定めるという NECC の役割と責

務は、今後も継続して強化されると期待されている。 
+ 

2) NECC が今
後も継続し
て省エネル
ギー政策を
推進してい
く能力 

(1) NECC の管理部門の能力はどのようなものか? 
 ・プロジェクトを通じて経験を積み、NECC の管理能力は強化されてい

る。評価チームは、C/P 個々人と部署全体は非常に高い業務遂行能
力を持っている。 

 
(2) NECC の財務的な現状はどのようなものか？ 
 ・研修プログラムはいずれも自立的で運営に係る費用をカバーするこ

とが可能である。  
 
(3) コスト回収のメカニズムは運営に取り入れられているかどうか？ 
・工場診断とエネルギー管理者研修にはそれぞれ料金が設定されており、
それらを参加者や工場から徴収する仕組みがある。  

 
+ 
 
 
 
 
+ 
 
 
 
+ 

3) NECC にお
ける技術移
転の結果 
 
 

(1) 移転した技術は組織の内部にとどまる仕組みがあるかどうか？ 
・プロジェクトにおいて発展した技能と知識はNECCの組織の内部にと
どまり、C/P相互で共有されている。一例として、エネルギー管理者
研修や工場診断などの業務は、原則として複数のC/Pからなるチーム
によって実施され、個々人の専門分野にとらわれず複数分野の業務
を果たすよう求められている。このような業務実施の方法は、業務
が専門分野で縦割りになることを防ぎ、複数分野の業務実施能力を
組織内にとどめることに効果的である。  

 
(2) 機材の維持管理と更新は適切であるか？ 
 ・機材と計測機器は適切な管理のもと使用されている。 

 
 
 
+ 
 
 
 
 
 
 
+ 
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３－５ 効果発現に貢献した要因 

 

（１）計画内容に関すること 

  １）長期・継続的な支援 

 日本は 1989 年以降、長期・継続的にトルコに対して下記のような省エネ協力を行ってきて

おり、本件プロジェクトはこれらのプロジェクトの成果のうえに実施されたものである。長

期・継続的な支援は本件プロジェクトの成果発現の土台となった。 

・集団研修：1990-2001 年計 13 回 

・開発調査：1995-1996 年 1 回 

・個別専門家派遣：1995-1997 年 1 名、1997-2000 年 1 名 

・第三国研修：2004 年-2006 年 3 回 

・その他 ECCJ 等からの協力：1989 年の省エネセミナー等 

  ２）適切な C/P（NECC）の選定 

 本件プロジェクトのC/PであるNECCは主に以下の点でJICAが共同でプロジェクトを実施す

る相手として優れていたといえる。こうした適切な C/P の選定、及び NECC が優秀な C/P とな

ったことの背景には上記の長期・継続的な支援が大きく影響している。 

① 強力なオーナーシップ 

 NECC はトルコの省エネ推進に対して極めて強い使命感を持っている。本件プロジェク

トについても計画から運営まで主体的にコントロールしてきたのはトルコ側であった。エ

ネルギー管理者研修はプロジェクト当初からトルコ側のイニシアティブで実施されるよ

うになっている。工場診断では、習得した技術の研鑽を NECC 内部で進めるための C/P 同

士での技術の水平移転が行われるなど、習得した能力をトルコ側のイニシアティブで発展、

伝承しようという取り組みが行われてきた。 

② 包括的な担当分野 

 通常、途上国においては省エネ担当部局が実施部門と法制度部門とに分かれている例が

多いが、トルコにおいては NECC が省エネ推進の政策立案から実施まで包括的に担当する

機関であった。したがって、トルコの省エネを進めるにあたり必要な政策についてはすべ

て NECC の責任範囲で実施することができた。また、エネルギー省の一部局として組織形

態が政府そのものであるため、財政面、人材面の体制が強固であった。 

③ 親日的感情 

 トルコは一般的に国民の親日感情が強い国であるが、特に NECC においては日本との長

期にわたる関係があったため、NECC のほぼすべてのスタッフが日本に対して極めて友好

的な感情を有していた。また、中心的なスタッフの多くは古くから NECC に勤務しており、

本件プロジェクト実施前の本邦研修での来日経験があった。こうしたことはプロジェクト

実施中の日本側とのコミュニケーションを円滑なものにした。 

④ 人材の定着性の強さ 

 NECC は人事異動の少ない部署であり、古参スタッフの中には 20 年以上 NECC に勤務し

ているスタッフもいる。こうした制度的な人材定着性の強さは移転された技術の持続性を

保証するものとなった。 
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  ３）エネルギー管理者研修と工場診断の実施による相乗効果 

 本プロジェクトでは、C/P がエネルギー管理者を養成するための研修の実施と、工場診断と

を同時に実施し、その実施過程を通じて能力開発を図ろうとしている。長期・短期専門家の指

導のもとで行われる工場診断の経験は、エネルギー行政に携わる行政官の技術習得の場として

は必要かつ十分な知識・技能を習得するのに 適な機会である。関係者へのインタビューによ

ると、供与された機材を用いた研修を実施する際には、工場診断の経験が役に立っているとの

ことである。工場からの研修参加者に対して、工場診断の経験を積んだ C/P が指導をすること

で、実践的な講義が可能となることから、研修の質向上に寄与している。ここでは、工場診断

とエネルギー管理者研修の活動が有機的に結びついているので、C/P の能力向上に相乗効果を

あげている。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

１）モニタリングの実施 

 プロジェクトの各段階で、技術移転の受け手の能力向上を客観的にモニタリングしたことは、

プロジェクトの実施プロセスに貢献した。例えば①専門家から C/P への技術移転の進捗を計測

することを目的としたモニタリングシートの活用、②エネルギー管理者研修受講者対象のポス

ト・トレーニング・サーベイの実施、③エネルギー管理者試験でのレポートの提出など、様々

な段階で種々の方法を選択してモニタリングが実施された。 

２）プロジェクトの論理構造の共有 

 協力期間を通じ、プロジェクト目標である「研修、工場診断、政策策定および広報普及など

の NECC の能力が強化される」とそれを通じた「エネルギー診断を実施した工場において、エ

ネルギー原単位が減少する」というプロジェクトの目的、及びそれらを達成するための PDM

定められた各成果や活動が、関係者間で明確に共有されていた。プロジェクトの論理構造が共

有されていたことは各関係者に共通理解の土台を形成し、プロジェクトの各局面における噛み

合った実質的な議論の実施を可能にした。 

 

（３）問題点及び問題を惹起した要因 

  １）計画内容に関すること 

    該当なし。 

  ２）実施プロセスに関すること 

    該当なし。 
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３－６ 結 論 

 

本件プロジェクトは成功裏に実施され、実質的な成果をあげたと評価できる。プロジェクト期間終

了までに所期の目標は十分達成される見込みであることが確認された。プロジェクト目標達成にいた

る数多くの成果の中でも特に注目すべきは、NECC に所属する C/P がプロジェクトが定義した必要な

業務遂行能力に達したことである。技術協力の期間を通じて C/P が新たに獲得した技能と知識を体得

し、それらを NECC の業務に使うことができるようになった。C/P 個々人の強化された能力は組織の

能力として有機的に統合されている。 
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第 4 章 提言及び教訓 

 
４－１ 提 言 

 

（１）NECC が獲得した能力の維持 

 プロジェクトを通じ NECC が新たに獲得した工場診断・エネルギー管理者研修など、省エネ推

進に関する能力は、今後も省エネを一層推進していくための重要な資産である。活動を継続する

ことを通じて能力を維持していくことが必要である。  

 また、民間企業がビジネスとして工場診断を行うようになるまでの間、工場診断の能力は強化

されなければならない。そのために NECC は要員を増やし、プロジェクトによって獲得した能力

の維持に努める必要があろう。現在、法制化が進められている法律が施行されると、より多くの

生産工場にエネルギー管理者を配置することが求められるようになるからである。同時に、C/P

間の情報共有や、組織内の人員によるトレーニングによって、NECC 内部における能力開発も継

続されなければならない。 

 

（２）トレーニング施設の維持 

 交換部品や消耗品・修理のための予算を確保することなど、適切な管理によってトレーニング

施設を良い状態に維持することは、 低限求められることである。  

 

（３）生産ラインの改造と更新による省エネ対策の振興 

 省エネ推進の具体的な方法には、一般に①運用改善、②設備改善、③生産プロセス改善の３つ

があるが、このプロジェクトが主に対象としたのは も効果が出やすいエネルギー管理、人材育

成などの①運用改善アプローチが主であった。一方、日本のような世界 高水準の省エネを達成

するためには、②設備改善、③生産プロセス改善のアプローチも今後強化される必要がある。既

に工場診断などで一部提言も行っているが、更に②設備改善、③生産プロセス改善の振興策を政

府として実施していくことが望まれる。  

 

（４）省エネ振興のためのインセンティブの整備 

 省エネの迅速かつ効率的な推進のためには、明確な政策に基づいた規制と、税制と金融制度を

支援するためのインセンティブを準備することが有効である。これらは省エネルギー法案に既に

盛り込まれており、同案はトルコにおけるエネルギー消費の合理化のため、2005 年に法制化す

るための準備が進められている。 

 

（５）中小企業への省エネ推進  

 中小企業へ省エネを普及していくため、KOSGEB（中小企業事業団）との連携の模索を今後も継

続検討していくことが望まれる。日本における経験によると、中小企業への省エネ推進は技術的

な支援と金融資源へのアクセス向上などが必要である。また、中小企業への省エネ推進のための

長期的な戦略として、現行のエネルギー消費量に基づく規制を段階的に引き下げ、中小企業にも

適用していくことも考えられる。  
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（６）研修プログラムの多様化  

 NECC は省エネ推進のためにより多様な研修コースを創設することにより、更に様々な国内の

省エネニーズに対応することができるようになる。プロジェクトを通じ、NECC が燃焼炉や冷凍

システム、回転機械など、産業界の研修ニーズに基づいた特定の技術的内容の研修を創設したが、

更に様々な機器を独自に追加していくことは研修の質を高めるうえで有効である。 

 

（７）国際研修 

 省エネのための国際研修を今後も継続することが必要である。その理由として、国際研修は、

近隣諸国における省エネと地球規模の環境問題に対する、NECC の指導力と地位を示すことにな

るからである。 

 

（８）エネルギー効率化モデル調査 

 トルコ全国のエネルギー効率を推定し、必要な投資計画を戦略化するための経済分析を含む、

エネルギー効率化モデルを整備するための能力強化を進めることが必要である。これは、新しい

法律によって NECC に求められるタスクの一つである。 
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４－２ 教 訓 

 

 本件が順調に実施され所定の成果をあげることができた要因は多岐にわたる。そのうち他のプロジ

ェクトにすぐ適用可能な教訓として抽出することのできるものは、以下の２点である。 

 

（１）長期・継続的な支援を継続することの重要性 

 本件の C/P 機関である NECC は、我が国をはじめとする二国間援助や、世界銀行や EU などの多

国間の省エネ事業への支援を受け入れてきた。我が国との関係は、1990 年初頭に ECCJ が NECC

の職員を省エネ研修に受け入れたところまでさかのぼることができる。これらの援助のほとんど

すべてが一貫して、トルコの省エネ技術の向上・普及のための NECC の能力向上プロジェクトで

あった。JICA は、1995 年に NECC の職員を様々な研修スキム（国別特設研修・集団研修）で研修

に受け入れたり、開発調査を実施したりするなど、JICA の持つ様々な支援のスキムを活用し NECC

に対して長期的な支援を継続してきた。その結果、トルコ側との信頼関係、強固なオーナーシッ

プ醸成に寄与したのみならず、我が国の省エネの実情（技術面、制度面及び産業界の取り組む姿

勢など社会制度全般を含む）についての総合的な理解・知見を関係者のすべてが共有することが

可能となった。このことは、単に狭義の「技術」を現場で C/P 個人のレベルで移転するのみなら

ず、C/P 機関の能力向上やトルコ全体の制度変革を促すことにも結びつけることができた。 

 

（２）一貫したモニタリングの重要性 

 上に述べたように、本件は C/P の能力向上のみならず、その研修を受講したエネルギー管理者

の能力変化までを計画的にモニターして、プロジェクトの進捗を計測している。そのために着目

すべき点は、①客観的に表現することの難しい能力向上を技術移転の受け手の「行動の変化」で

定義したこと、②専門家～C/P～エネルギー管理者～工場という技術移転の各段階を評価の枠組

みとして整理し、各段階において技術の受け手の能力がどのように変化したのかをモニタリング

したことである。そのうえで、③エネルギー管理者資格を持つ資格者が所属先工場において、具

体的な省エネルギー提言し実行するのみならず、具体的なエネルギー原単位が、減少することを

指標としている。 

 上の①から③の把握のために、本プロジェクトは一貫したモニタリング及び評価を実施してき

たことは、他の類似したプロジェクトにも以下のように適用可能である。 

１）モニタリングシートによる「行動変容」の把握 

 長期専門家はモニタリングシートを作成し、C/P に必要な能力を「技能」「知識」にわけ

て、細かく定義して進捗を管理した。これは C/P にも共有され、必要な能力がどのようなも

のなのか指針として使われた。獲得すべき能力はプロジェクトによって固有のものなので、

それぞれの能力の定義は必要であるが、本件で作成したモニタリングシートのフォーマット

を基に新たに C/P と議論を進めながら作成すれば、他案件にも適用可能である。 

２）技術移転の各段階での評価枠組みの明確化 

 本件は、カークパトリックの４段階評価3手法を用いて研修評価を実施した。また、技術

移転が「専門家～C/P～エネルギー管理者～工場」という道筋で行われることに着目して、

                                                  
3 Kirkpatrick. Donald L. Evaluating Training Programs - The Four Levels(Second Ed.). Berrett-Koehler Publishers Inc. San 

Francisco. USA. 1998. ISBN1-57675-042-6 
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それぞれの段階で技術移転のプロセスとその有効性を計測するためのモニタリングを実施

した。 

 エネルギー管理者研修では、受講者の反応を計測する目的で、研修直後のアンケートが実

施されている。受講者の学習及び行動変化を捉えるために、レポートが課されている。特に

レポートでは、習得した能力を実際に所属先の工場で使えるかどうかを問うもので、実践的

である。また、2003 年には研修事後評価を現地業務費を活用して、受講者の追跡調査を実

施した。 

 モニタリングの枠組みは、プロジェクト固有のものであるが、①技術の送り手と受け手を

明確にして、技術移転の段階ごとに評価をすること、② ①のそれぞれの段階においてカー

クパトリックのモデルを適用して「反応」～「学習」～「行動変化」～「成果」に基づいて

評価をすべきである。 

３）フォローアップ調査の実施 

 エネルギー管理者資格者を配置した事業所や、工場診断を実施した工場において、それぞ

れが習得した能力（省エネ技術）が実践され、具体的な成果を生み出しているかどうかにつ

いて、フォローアップ調査が実施されている。同調査は、現地業務費を用いてサンプルとな

った事業所において省エネ対策が実施されているかどうか調査するもので、本プロジェクト

の上位目標につながる成果の進捗動向を把握するために重要な調査であった。本件の場合は

この趣旨の調査が２回行われている。１回目は中間評価の時点で、現地業務費を活用しロー

カルコンサルタントを雇用し、中間評価のコンサルタントが TOR を作成し実施した。２回目

は、終了時評価の時点で、C/P が聞き取り調査を実施して、サンプルとなった工場の省エネ

対策の内容を把握した。いずれも、本プロジェクトの管理や評価のうえでは重要な調査で、

類似プロジェクトにおいてもこのような取り組みが有効であると考える。 

 

４－３ フォローアップの状況 

 
 プロジェクトは所定の成果を得たため、予定通り修了する。スキーム上はフォローアップという位

置づけではないが、シニア海外ボランティア２名（省エネルギー熱技術、省エネルギー電気技術）が

派遣される予定となっており、実質的にはフォローアップの役割を果たすことが想定される。勤務地

は長期専門家が勤務していた NECC 内のオフィスとなる。 
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